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第１章 決算の状況 

１ 各会計の決算状況 

決算は、市の運営に必要な経費について、市に入ったお金（歳入）と、使ったお金（歳出）を

明らかにするものです。人吉市には、下表のような会計区分があり、これらはその目的ごとに分

けられています。このなかでも一番大きな会計は「普通会計」で、市の本体を担う会計です。市

税や地方交付税を主な財源として、市の運営や福祉・教育の充実、農林水産業の活性化、道路や

河川の整備などの経費に用いられます。 

人吉市の場合は、「一般会計」・「人吉球磨地域交通体系整備特別会計」・「公共用地先行取

得事業特別会計」の３会計を「普通会計」としています。この章では、令和５年度普通会計決算

状況についてみていきます。 

 

※この報告書は、現行官庁会計の仕組みである「現金主義」により作成しています。よって、普通会

計における１年間のお金の流れ（フロー）や使途を確認されたい方は当報告書を、普通会計以外や

人吉市が関係するすべての財政活動主体におけるこれまでの財政活動の結果（ストック）や、「発

生主義」的なコストの状況などを確認されたい方は、別掲載の「人吉市の財務書類」をご覧くださ

い。 

 

令和５年度 各会計の決算額                              単位：円 

会計区分 会計名 歳入 歳出 差引額 

普通会計 

一般会計 26,535,059,077 25,165,890,372 1,369,168,705 

人吉球磨地域交通体系整備特別会計 3,585 3,585 0 

公共用地先行取得事業特別会計 29,521,730 29,446,355 75,375 

特別会計 

国民健康保険事業特別会計 4,188,988,728 3,849,793,899 339,194,829 

藍田財産区特別会計 54,427,582 42,526,694 11,900,888 

工業用地造成事業特別会計 331,560,038 253,822,815 77,737,223 

介護保険特別会計 4,560,829,174 4,253,497,280 307,331,894 

後期高齢者医療特別会計 598,660,135 583,449,215 15,210,920 

公営企業 

会計 

水道事業 

特別会計 

収益的収入及び支出 583,379,120 476,939,240 106,439,880 

資本的収入及び支出 98,473,725 430,552,174 ▲332,078,449 

下水道事業 

特別会計 

収益的収入及び支出 1,643,520,613 1,300,862,802 342,657,811 

資本的収入及び支出 719,365,120 1,099,659,873 ▲380,294,753 

※水道事業及び下水道事業会計における資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額で補填しています。 



2 

 

 

２ 普通会計の決算分析 

（単位：千円・％） 

区   分 令和５年度 令和４年度 
対前年度増減 

増減額 伸率 

(1)歳入総額 26,564,584 22,917,545 3,647,039 15.9％ 

(2)歳出総額 25,195,340 21,780,216 3,415,124 15.7％ 

(3)歳入歳出差引き(1)-(2) 1,369,244 1,137,329 231,915 20.4％ 

(4)翌年度繰越財源 144,733 177,830 ▲33,097 ▲18.6％ 

(5)実質収支 1,224,511 959,499 265,012 27.6％ 

※普通会計の歳入歳出決算額は「地方財政状況調査表」（決算統計）による合計額（純計処理後の額）のため、

「１ 各会計の決算状況」に示した普通会計の合計額とは異なります。 

 

令和５年度の普通会計決算収支は、歳入総額・歳出総額ともに前年度に比べ増加しています。 

歳入においては、令和２年７月豪雨関連事業に係る国庫支出金や地方債の増が主な要因です。 

歳出においては、人件費、扶助費、公債費の義務的経費が全て増となり、物価高騰対策や、令

和２年７月豪雨関連の復興事業が本格化したことによる投資的経費の大幅な増が要因となってい

ます。 

 

１）歳入の決算状況 

令和５年度の歳入総額は約２６５億６千万円で前年度より約３６億４千万円の増となりました。 

増の主なものとして、災害公営住宅建設事業や避難路整備事業、被災市街地復興推進事業等の

補助事業の増により国庫支出金が約１７億８千万円の増、それに合わせ地方債においても約１３

億８千万円の増となっています。 

国県支出金や地方交付税などは国等から交付されるお金（「依存財源」と言います。）であり、

地方税は市独自の財源（「自主財源」と言います。）であることから、地方税収の低下は財政自

主体力の低下を意味しますが、令和５年度の地方税は約９千万円の増となっており、雑損控除件

数の減による市民税（個人）の増や新築・増築件数の増による固定資産税（家屋）の増が主な要

因です。 

 

各歳入の状況は次のとおりです。 

 

 

地方税  ３７億５，７６０万１千円（前年度比 約９，２９８万円の増）  

市民税（個人）の増が約７，３８４万円、固定資産税（家屋）が約２，７８２万円の

増となっております。 

地方税の歳入全体に占める構成比は前年度比１．９％減の１４．１％となっています。 
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地方交付税 ６０億９，７９２万３千円（前年度比 約４，２４９万円の減） 

普通交付税は、基準財政収入額と基準財政需要額の差額を算定の基礎としますが、令

和５年度は、地方税や地方消費税交付金の増が影響し基準財政収入額は増となり、災

害復旧費等の増により基準財政需要額も増額となりました。結果、基準財政需要額の

増が基準財政収入額の増を上回り、約１，５４５万円の増となりました。 

また、特別交付税は、令和２年７月豪雨関連の事業費が減少した影響で、約５，７９

４万円の減となっており、地方交付税全体では前年度比０．７％の減となっています。 

（※令和５年度地財計画では地方交付税は前年度比１．７％の増）     

 

地方消費税交付金 ８億８２２万５千円（前年度比 約１，６５１万円の減） 

社会保障の安定財源確保として平成２６年４月に消費税が５％から８％へ、令和元年 

１０月に８％から１０％へ引き上げられました。前年度に比べ約１，６５１万円の減  

となっています。 

 

国庫支出金 ６４億３，０１７万１千円（前年度比 約１７億７，９８５万円の増） 

災害公営住宅整備事業費補助金や避難路整備事業、被災市街地復興推進事業に対する

社会資本整備総合交付金の増、また物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の増な

どにより、前年度に比べ大幅な増となりました。 

（増減の主なもの） 

      災害公営住宅整備事業費補助金・・・・・・・・・１８億４，８５４万円の増 

      物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金・・・・・４億７，８３０万円の増 

      社会資本整備総合交付金（都市計画費）・・・・・・２億５，９２５万円の増 

 

県支出金 ２３億５，４００万９千円（前年度比 約２億４，４８５万円の減） 

物価高騰対応生活者支援交付金の増はあったものの、農地等災害復旧事業費補助金や

令和２年７月豪雨災害廃棄物処理基金補助金の減により、県支出金全体では減となり

ました。 

     （増減の主なもの） 

      農地等災害復旧事業費補助金・・・・・・・・・・・２億３，３０６万円の減 

      令和２年７月豪雨災害廃棄物処理基金補助金・・・・１億８，８８３万円の減 

物価高騰対応生活者支援交付金・・・・・・・・・・２億１，２２０万円の増 

 

地方債  ３５億４，６５４万２千円（前年度比 約１３億８，２１３万円の増） 

災害公営住宅建設事業やくま川鉄道災害復旧資金貸付金事業の増などにより、前年度

に比べ大幅な増となりました。 

     （増減の主なもの） 

災害公営住宅建設事業債・・・・・・・・・・・・・７億２，５００万円の増 

くま川鉄道災害復旧資金貸付事業債・・・・・・・・３億４，９００万円の増 
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≪歳入の状況≫

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額

地方税 ① 3,757,601 14.1% 3,664,617 16.0% 92,984 2.5 %

うち住民税（個人分） 1,291,826 4.9% 1,217,983 5.3% 73,843 6.1 %

うち住民税（法人分） 266,667 1.0% 285,267 1.2% ▲ 18,600 ▲ 6.5 %

うち固定資産税 1,578,180 5.9% 1,550,573 6.8% 27,607 1.8 %

地方譲与税 ② 179,284 0.7% 178,078 0.8% 1,206 0.7 %

地方特例交付金 ③ 15,087 0.1% 12,754 0.1% 2,333 18.3 %

うち減税補てん特例交付金 13,975 0.1% 11,943 0.1% 2,032 17.0 %

地方交付税 ④ 6,097,923 23.0% 6,140,418 26.8% ▲ 42,495 ▲ 0.7 %

うち普通交付税 4,570,910 17.2% 4,555,457 19.9% 15,453 0.3 %

うち特別交付税 1,527,013 5.7% 1,584,961 6.9% ▲ 57,948 ▲ 3.7 %

地方消費税交付金等各種交付金 ⑤ 916,106 3.4% 926,699 4.0% ▲ 10,593 ▲ 1.1 %

（一般財源）①＋②＋③＋④＋⑤ 10,966,001 41.3% 10,922,566 47.7% 43,435 0.4 %

【参考】  ①＋②＋③＋④＋⑤＋臨時財政対策債 11,022,743 41.5% 11,048,870 48.2% ▲ 26,127 ▲ 0.2 %

交通安全特別交付金 2,410 0.0% 2,964 0.0% ▲ 554 ▲ 18.7 %

国庫支出金 6,430,171 24.2% 4,650,315 20.3% 1,779,856 38.3 %

県支出金 2,354,009 8.9% 2,598,865 11.3% ▲ 244,856 ▲ 9.4 %

地方債 3,546,542 13.3% 2,164,404 9.4% 1,382,138 63.9 %

うち臨時財政対策債 56,742 0.2% 126,304 0.6% ▲ 69,562 ▲ 55.1 %

うち退職手当債 0.0% 0 0.0% 0 0.0 %

その他 3,265,451 12.3% 2,578,431 11.3% 687,020 26.6 %

うち繰入金 456,291 1.7% 705,248 3.1% ▲ 248,957 ▲ 35.3 %

歳入合計 26,564,584 100.0% 22,917,545 100.0% 3,647,039 15.9 %

区　　分

（単位：千円）

増減率

比較令和４年度令和５年度

19.9%
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２）歳出の決算状況 

令和５年度の歳出総額は約２５１億９千万円で、前年度より約３４億１千万円の増となりまし

た。内容については、①「行政分野ごとに見る歳出の状況（目的別経費）」と、②「経費の性質

から見る歳出の状況（性質別経費）」の２つの視点から説明します。 

 

① 行政分野ごとに見る歳出の状況（目的別経費） 

行政分野ごとに見ていくと、一番多いものが民生費で、構成比で全体の３０．１％を占めており、

次いで土木費２０．２％、総務費１６．２％となっています。前年度との比較では、災害公営住宅建

設事業などの影響により土木費が１６３．５％の増、災害復旧事業の減により災害復旧費が４５．５％

の減となっています。 

 

 

※以下の主な理由は前年度と比較して増減の大きい分野のみを抜粋しています。 

 

総務費 ４０億７，１８１万円（前年度比 約４億８，９４７万円の増）  

（増の主な理由） 

    くま川鉄道災害復旧資金貸付金・・・・・・・・・・・３億４，９００万円の増 

     減債基金積立金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８，１８７万円の増 

財政調整基金積立金・・・・・・・・・・・・・・・・・・７，５２６万円の増 

 

民生費 ７５億７，５０９万７千円（前年度比 約３億９，０２８万円の増）  

（増の主な理由） 

物価高騰対応重点支援給付金・・・・・・・・・・・・４億４，６７６万円の増 

    児童福祉費国県支出金精算金・・・・・・・・・・・・・・１億１１３万円の増 

 

衛生費 １１億７，０４７万円（前年度比 約１億８，１０４万円の減）  

（減の主な理由） 

水道事業繰出金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７，１４１万円の減 

新型コロナウイルスワクチン接種事業・・・・・・・・・・６，７０４万円の減 

 

農林水産業費 ４億９，０３７万５千円（前年度比 約２，５１３万円の増）  

（増の主な理由） 

     畜産農家支援給付金（物価等高騰対策）・・・・・・・・・３，０１６万円の増 

     団体営農業農村整備（水路改修）・・・・・・・・・・・・１，３１５万円の増 

 

商工費 １１億６，０６４万９千円（前年度比 約３億２，３４２万円の増）  

（増の主な理由） 

    地域振興券事業（物価等高騰対策）・・・・・・・・・３億７，１９０万円の増 

    球磨川くだり再建整備事業補助金・・・・・・・・・・・・８，０９６万円の増 
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土木費 ５０億８，５０７万８千円（前年度比 約３１億５，５１３万円の増）  

（増の主な理由） 

   災害公営住宅建設事業・・・・・・・・・・・・・・２５億７，９５３万円の増 

    被災市街地復興推進事業・・・・・・・・・・・・・・３億８，３４６万円の増 

    都市防災総合推進事業・・・・・・・・・・・・・・・３億２，４８０万円の増 

 

消防費 ５億５，２４８万５千円（前年度比 約８，６７７万円の減）  

（減の主な理由） 

人吉下球磨消防組合負担金・・・・・・・・・・・・・・・５，８３６万円の減 

デジタル同報無線システム整備事業・・・・・・・・・・・２，１４５万円の減 

 

教育費 １２億５，８９６万９千円（前年度比 約１億１，７４９万円の増）  

（増の主な理由） 

文化財保存整備事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・６，０９７万円の増 

給食センター施設整備事業・・・・・・・・・・・・・・・・・８４３万円の増 

 

※ 行政分野ごとの歳出状況の詳細は、別掲載の「令和５年度決算に係る主要な施策の成果報

告」をご覧ください。 

 

  *各目的別の用語説明* 

○議会費 

議会運営に要する経費 

○総務費 

市庁舎運営費など総務的な経費 

○民生費 

児童福祉など社会保障関係経費 

○衛生費 

保健衛生や環境対策などの経費 

○労働費 

雇用対策等に要する経費 

○農林水産業費 

農林水産業振興に要する経費 

○商工費 

商工業・観光業の振興経費 

○土木費 

道路、河川、公園などの整備費 

○消防費 

消防に要する経費 

○教育費 

小中学校や公民館運営費など 

○災害復旧費 

災害被害の復旧に要する経費 

○公債費 

地方債等の元利返済金 

○諸支出金 

普通財産取得などに要する経費 

 

○予備費 

予算外の支出等にあてるため使途を特定しないで計上する経費 
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≪目的別歳出決算の状況≫

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額

議会費 170,450 0.7% 161,186 0.7% 9,264 5.7 % ▲ 5.4 %

総務費 4,071,810 16.2% 3,582,331 16.5% 489,479 13.7 % ▲ 48.8 %

民生費 7,575,097 30.1% 7,184,814 33.0% 390,283 5.4 % ▲ 14.1 %

衛生費 1,170,470 4.6% 1,351,510 6.2% ▲ 181,040 ▲ 13.4 % ▲ 79.5 %

労働費 13,670 0.1% 16,882 0.1% ▲ 3,212 ▲ 19.0 % 8.0 %

農林水産業費 490,375 1.9% 465,236 2.1% 25,139 5.4 % ▲ 58.7 %

商工費 1,160,649 4.6% 837,225 3.9% 323,424 38.6 % ▲ 15.1 %

土木費 5,085,078 20.2% 1,929,939 8.9% 3,155,139 163.5 % 44.8 %

消防費 552,485 2.2% 639,255 2.9% ▲ 86,770 ▲ 13.6 % ▲ 43.0 %

教育費 1,258,969 5.0% 1,141,479 5.2% 117,490 10.3 % ▲ 14.9 %

災害復旧費 1,213,773 4.8% 2,227,917 10.2% ▲ 1,014,144 ▲ 45.5 % ▲ 7.0 %

公債費 2,432,514 9.6% 2,242,442 10.3% 190,072 8.5 % 47.1 %

諸支出金 0 0.0% 0 0.0% 0 - % - %

25,195,340 100.0% 21,780,216 100.0% 3,415,124 15.7 % ▲ 31.9 %

（単位：千円）

歳出合計

前年度

増減率 増減率
区　　　　分

令和５年度 令和４年度 比　　較
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② 経費の性質から見る歳出の状況（性質別経費） 

 人件費、借入金の返済額、建設事業に要した経費などその支出を性質別に見た歳出の状況です。性

質別経費のうち、支出が義務付けられ任意に削減しにくい固定的な経費を「義務的経費」、道路や学

校の建設事業経費、災害復旧に要した経費のように、支出の効果が資本形成に向けられ、施設等が資

産として将来に残るものに支出される経費のことを「投資的経費」と言います。 

 令和５年度の場合、災害公営住宅建設事業や被災市街地復興推進事業等の影響により投資的経費の

占める割合が最も大きくなり、次いで扶助費、物件費、人件費の順となりました。一方、義務的経費

は以前約５０％近くを占めていましたが、令和２年７月豪雨災害からの復旧・復興事業の増（＝投資

的経費の増）により、全体の約４０％の割合となりました。 

 

 

義務的経費 １００億７，０３３万９千円（前年度比 約５億６，７１３万円の増）  

すべての項目で増となっています。 

◆人件費  ２５億９，４２１万４千円（前年度比 約３，１１８万円の増） 

（増の主な理由） 

委員等報酬・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１，８６７万円の増 

地方公務員共済組合等負担金・・・・・・・・・・・・・・１，５００万円の増 

  

◆扶助費  ５０億４，３６１万１千円（前年度比 約３億４，５８８万円の増） 

（増の主な理由） 

物価高騰対応重点支援給付金・・・・・・・・・・・・４億４，６７６万円の増 

生活保護費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６，７８０万円の増 

 

◆公債費  ２４億３，２５１万４千円（前年度比  約１億９，００７万円の増） 

（増の主な理由） 

県貸付金債・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２億５，２４１万円の増 

災害復旧事業債・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１，４８４万円の増 

 

投資的経費 ６１億７，４０６万３千円（前年度比 約１９億４，４８９万円の増） 

◆普通建設事業費 ４９億６，０２９万円（前年度比 約２９億５，９０３万円の増） 

うち単独事業  １２億３，６６０万８千円（前年度比 約１億８９６万円の減） 

（増の主な理由） 

災害公営住宅建設事業・・・・・・・・・・・・・・２５億７，９５３万円の増 

被災市街地復興推進事業・・・・・・・・・・・・・・３億８，３４６万円の増 

都市防災総合推進事業・・・・・・・・・・・・・・・３億２，４８０万円の増 

 

◆災害復旧事業費 １２億１，３７７万３千円（前年度比 約１０億１，４１４万円の減） 

（減の主な理由） 

農地災害復旧事業・・・・・・・・・・・・・・・・・３億７，０００万円の減 

農業用施設災害復旧事業・・・・・・・・・・・・・・３億３，２１９万円の減 

河川災害復旧事業・・・・・・・・・・・・・・・・・１億４，８０８万円の減 
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その他経費 ８９億５，０９３万８千円（前年度比 約９億３０９万円の増）  

◆物件費  ２７億５，３９６万４千円（前年度比 約４億５，２１０万円の増） 

（増の主な理由） 

地域振興券事業委託（物価等高騰対策）・・・・・・・３億７，１９０万円の増 

復興まちづくり計画策定支援業務委託等・・・・・・・・・６，６８１万円の増 

 

◆補助費等 ２２億７，６８０万８千円（前年度比 約１億７，８１６万円の減） 

（減の主な理由） 

物価高騰対策事業給付金・・・・・・・・・・・・・・１億３，４２０万円の減 

水道事業繰出金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７，１４１万円の減 

一部事務組合負担金・・・・・・・・・・・・・・・・・・５，１０７万円の減 

 

◆積立金 ９億２，７６９万４千円（前年度比 約１億９，０２２万円の増） 

（増の主な理由） 

減債基金積立金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８，１８７万円の増 

財政調整基金積立金・・・・・・・・・・・・・・・・・・７，５２６万円の増 

人吉応援団基金積立金・・・・・・・・・・・・・・・・・２，５５９万円の増 

 

 

 

 

 

 

 

≪性質別歳出決算の状況≫

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額

義務的経費 10,070,339 40.0% 9,503,202 43.6% 567,137 6.0 % ▲ 1.9 %

人件費 2,594,214 10.3% 2,563,031 11.8% 31,183 1.2 % ▲ 11.2 %

扶助費 5,043,611 20.0% 4,697,729 21.6% 345,882 7.4 % ▲ 10.9 %

公債費 2,432,514 9.7% 2,242,442 10.3% 190,072 8.5 % 47.1 %

投資的経費 6,174,063 24.5% 4,229,172 19.4% 1,944,891 46.0 % ▲ 37.5 %

普通建設事業費 4,960,290 19.7% 2,001,255 9.2% 2,959,035 147.9 % ▲ 54.2 %

うち補助事業費 3,723,682 14.8% 655,683 3.0% 3,067,999 467.9 % ▲ 15.8 %

うち単独事業費 1,236,608 4.9% 1,345,572 6.2% ▲ 108,964 ▲ 8.1 % ▲ 62.2 %

災害復旧事業費 1,213,773 4.8% 2,227,917 10.2% ▲ 1,014,144 ▲ 45.5 % ▲ 7.0 %

うち補助事業費 641,143 2.5% 1,781,727 8.2% ▲ 1,140,584 ▲ 64.0 % ▲ 13.7 %

うち単独事業費 572,630 2.3% 446,190 2.0% 126,440 28.3 % 35.4 %

失業対策事業費 0 0.0% 0 0.0% 0 - % - %

その他の経費 8,950,938 35.5% 8,047,842 37.0% 903,096 11.2 % ▲ 48.2 %

うち物件費 2,753,964 10.9% 2,301,855 10.6% 452,109 19.6 % ▲ 70.4 %

うち補助費等 2,276,808 9.0% 2,454,970 11.3% ▲ 178,162 ▲ 7.3 % ▲ 30.8 %

25,195,340 100.0% 21,780,216 100.0% 3,415,124 15.7 % ▲ 31.9 %

（単位：千円）

前年度

増減率

内
訳

内
訳

増減率

比　　較令和５年度 令和４年度

歳出合計

区　　　　分
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＊各性質別の用語説明＊ 

○義務的経費 

歳出経費のうち、その支出が義務付けられ、任意に削減できない経費。人件費、扶助費、公債費

が該当します。 

◆人件費・・・職員の給料や退職手当、議員の報酬など 

◆扶助費・・・児童や高齢者福祉、生活保護など社会福祉に要する経費 

◆公債費・・・地方債（借金）の元利返済金 

 

○投資的経費 

道路、公園、学校の建設など社会資本整備に要する経費。普通建設事業費、災害復旧事業費、失

業対策事業費が該当します。 

◆普通建設事業費・・・道路や公園、学校の建設改良経費など建設事業のための経費 

◆災害復旧事業費・・・災害被害の復旧に要する経費 

 

○その他の経費 

下記以外に「積立金」・「貸付金」・「投資及び出資金」・「繰出金（他会計へ支出する経費な

ど）」・「前年度繰上充用金（前年度会計で歳入が不足する場合に次年度の歳入を繰り上げて不足

額に充てるために要した経費）」があります。 

◆物件費・・・旅費や臨時職員等の賃金、交際費、需用費、役務費、備品購入費、委託料など 

◆補助費等・・一部事務組合等への負担金やさまざまな団体等への補助金、報償費、賠償金、寄

付金など 
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３）歳入歳出差引 

「歳入－歳出」の額です。令和５年度決算では約１３億６，９２４万４千円の黒字です。 

 

４）翌年度繰越財源 

令和５年度中に完了ができなかったため令和６年度へ繰り越した事業のための財源のことで、

その額は約１億４，４７３万円です。令和６年度へ繰り越した事業は、くま川鉄道経営安定化補

助金（災害復旧分）など計４５本となりました。 

 

５）実質収支 

「歳入歳出差引額」から「翌年度繰越財源」を差し引いた額です。令和５年度決算は、約１２

億２，４５１万１千円の黒字となりました。前年度より約２億６，５０１万円の増となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪決算収支の状況≫ （単位：千円）

形式収支 実質収支 単年度収支 実質単年度収支

 令和５年度(A) 1,369,244 1,224,511 265,012 480,285

 令和４年度(B) 1,137,329 959,499 646,464 786,475

 令和３年度 460,556 313,035 ▲ 883,610 ▲ 483,606

231,915 265,012 ▲ 381,452 ▲ 306,190

区分

決算額

増減額（A－B）
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３ 市民１人当たりに置き換えて 

 歳入歳出決算を人吉市民１人当たりの額に換算してみました。また、１０年前（平成２５年度）・ 

２０年前（平成１５年度）と比べて決算内訳がどのように変化しているかについても掲載してい

ます。 

 

１）市民１人当たりの決算額 

歳入歳出決算額を人吉市の人口（令和６年３月３１日現在２９，８２４人）で割り、市民一人

当たりの額を算出しますと次のとおりとなります。 

（単位：円） 

歳入の状況 市民一人当たりの額 

人吉市の税収（地方税） １２５，９９２ 

国、県から入るもの（交付税・国県支出金・各種交付金） ５３６，３１３ 

施設の使用料など 

（使用料・手数料・財産収入・分担金及び負担金） 
１２，６９４ 

借入金（地方債） １１８，９１６ 

その他（寄付金・繰入金・繰越金・諸収入） ９６，７９７ 

合  計 ８９０，７１２ 

 

（単位：円） 

歳出（目的別）の状況 市民一人当たりの額 

総務・税務徴税・議会など （議会費・総務費） １４２，２４３ 

高齢者・子ども・障がい者など （民生費） ２５３，９９３ 

健康など （保健衛生費） １８，３８５ 

ごみ処理など （衛生費・清掃費） ２０，８６１ 

農業費・商工観光費 （農林水産費・商工費） ５５，３５９ 

道路河川・公園・住宅 （土木費） １７０，５０３ 

消防・防災など （消防費） １８，５２５ 

教育・文化・スポーツなど （教育費） ４２，２１３ 

借入金の返済 （公債費） ８１，５６２ 

その他 （労働費・災害復旧費・諸支出金） ４１，１５７ 

合  計 ８４４，８０１ 

 

１人当たりの歳入額は８９０，７１２円、歳出額は８４４，８０１円となりました。 

歳出を見ると、土木関係に使われる額が約１７万円で、前年度より約１０万６千円の大幅な増

となっています。これは、災害公営住宅建設事業や被災市街地復興推進事業の本格化による事業

費の増が主な要因です。 

一方、歳入を見ると、市民が市税として納税する額が約１２万５千円、国県から交付される額

が約５３万６千円となっており、多くを国や県からのお金に頼りながら運営をしていることがわ

かります。 
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２）決算構成の変化 ～２０年前の決算と比較する～ 

ここでは、過去と現在の決算構成を比較しています。２０年前と比べると歳入歳出構成はどの

ように変化しているのでしょうか。 

〈歳入構成の推移〉 

 令和５年度の歳入合計は２０年前と比較して約９８億４，０２４万円の増となっております。

地方税は約２億３，５０１万円の減、国・県支出金や地方債は令和２年７月豪雨等の影響で大幅

な増となっており、歳入の構成比を見ても地方交付税、国・県支出金、各種交付金などの依存財

源が大きな割合を占めています。 

 

                                （単位：千円） 

 
Ｈ１５年度 Ｈ２５年度 Ｒ５年度 

地方交付税 4,683,501 4,873,664 6,097,923 

地方譲与税 185,611 127,179 179,284 

地方特例交付金 141,017 5,401 15,087 

各種交付金 485,071 405,585 916,106 

交通安全特別交付金 6,299 5,680 2,410 

国庫支出金 2,156,525 2,777,827 6,430,171 

県支出金 1,019,979 1,118,186 2,354,009 

地方債 2,088,700 1,484,144 3,546,542 

地方税 3,992,615 3,661,891 3,757,601 

その他 1,965,017 1,433,206 3,265,451 

合 計 16,724,335 15,892,763 26,564,584 

    ＊着色  の部分が自主財源となります。 
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〈歳出構成の推移〉 

歳出の目的別構成比は、２０年前と比較して総務費、民生費、土木費、災害復旧費の割合が増

えています。社会福祉への需要が高くなったことによるものや、令和２年７月豪雨による復旧・

復興事業による増が影響しています。今後も復興事業や、さらには老朽化した施設等の修繕のた

めの支出が増えていくことが考えられます。 

 

 

（単位：千円） 

  Ｈ１５年度 Ｈ２５年度 Ｒ５年度 

議会費 204,127 195,614 170,450 

総務費 2,087,358 1,653,537 4,071,810 

民生費 4,465,224 5,917,624 7,575,097 

衛生費 1,028,850 1,664,633 1,170,470 

労働費 53,717 56,332 13,670 

農林水産業費 531,089 397,426 490,375 

商工費 896,044 305,645 1,160,649 

土木費 3,096,608 1,455,422 5,085,078 

消防費 464,712 551,363 552,485 

教育費 1,441,870 1,732,658 1,258,969 

災害復旧費 12,662 22,257 1,213,773 

公債費 1,793,722 1,449,369 2,432,514 

諸支出金 0 0 0 

合 計 16,075,983 15,401,880 25,195,340 
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４ 目的税の使途状況 

 目的税とは、その使途を特定した上で徴収する税のことです。人吉市の場合は、都市計画税及

び入湯税がこれに該当します。 

 

１）都市計画税の使途状況 

都市計画税は、都市計画事業や土地区画整理事業に要する費用に充てることを目的としていま

す。令和５年度は、街路整備事業、公園整備事業、下水道事業、区画整理事業などの都市計画事

業などに充てるとともに、これらのために借り入れた地方債の償還（返済）に充てられています。

令和５年度は事業費の約１６％を都市計画税収で賄っています。 

 

令和５年度 都市計画税の使途及び財源内訳          （単位：千円） 

事業名 事業費 
財源内訳 

都市計画税 国県支出金 その他 一般財源 

街路 58,165 8,815 10,895 25,879 12,576 

公園 37,663 4,256 18,646 8,690 6,071 

下水道 73,226 30,177 0 0 43,049 

区画整理 665,282 48,917 295,473 251,111 69,781 

公債費 248,616 81,264 0 0 167,352 

計 1,082,952 173,429 325,014 285,680 298,829 

【主な事業】 

・都市計画道路下林願成寺線改良事業、村山公園園路改修事業、被災市街地復興 

推進事業 など 

 

２）入湯税の使途状況 

入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に必要な施設の

整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）に要する費用に充てることを目的としていま

す。令和５年度は消防施設の整備、観光振興に要する費用に充てています。 

 

令和５年度 入湯税の使途及び財源内訳             （単位：千円） 

使途 事業費 
財源内訳 

入湯税 その他 一般財源 

消防施設等の整備 14,194 5,899 6,500 1,795 

観光振興 14,813 11,356 0 3,457 

計 29,007 17,255 6,500 5,252 

【主な事業】 

     ・消防団ポンプ購入、消火栓新設・修繕 

・観光パンフレット・広告料、観光協会等補助金 など 
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５ 地方消費税引き上げ分の使途状況 

令和元年１０月１日から消費税率（国・地方）が８％から１０％に引き上げられました。これ

は、今後も増加が見込まれる社会保障経費の財源確保のためとされており、その増収分について

は社会保障施策に要する経費（事務費や人件費等を除く）に充てることとなっています。 

令和５年度決算における使途状況は次のとおりとなっています。 

 

令和５年度地方消費税引き上げ分の使途状況                   （単位：千円） 

事業区分 事業費 国県支出金 その他 一般財源 

 

うち地方消費税

交付金（社会保

障財源化分） 

社会福祉 計 4,592,993 3,009,893 72,679 1,510,421 206,743 

障がい者福祉 1,175,247 851,100 17,691 306,456 41,947 

高齢者福祉 142,878 4,421 21,128 117,329 16,060 

児童福祉 2,265,474 1,580,576 33,860 651,038 89,114 

母子福祉 200,775 73,111 0 127,664 17,473 

生活保護扶助 658,568 499,555 0 159,013 21,765 

その他 150,051 1,130 0 148,921 20,384 

社会保険 計 1,016,750 220,738 0 796,012 108,957 

国民健康保険 354,851 172,812 0 182,039 24,917 

介護保険 661,899 47,926 0 613,973 84,040 

保健衛生 計 927,347 143,987 7,518 775,842 106,195 

感染症予防 77,212 1,444 0 75,768 10,371 

高齢者医療 715,126 123,626 0 591,500 80,963 

成人保健 75,873 2,327 0 73,546 10,067 

母子保健 37,539 16,590 0 20,949 2,867 

医療施策 21,597 0 7,518 14,079 1,927 

総 計 6,537,090 3,374,618 80,197 3,082,275 421,895 

＊各事業の一般財源の割合に応じて充当しています。 


